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を中心として―」法学論叢 46 巻１号 80 頁（1942 年））。
（21） 　BGB編纂過程における経緯については、拙稿「不当利得に基づく収益返還義務（1）
―ドイツ民法典編纂過程における審議を中心に―」山口経済学雑誌 57 巻３号 57 頁以
下（2008 年）、同「不当利得に基づく収益返還義務（３・完）　―ドイツ民法典編纂過
程における審議を中心に―」山口経済学雑誌 58 巻１号 124 頁以下（2009 年）を参照。
（22） 　松坂・前掲注（2）137 頁以下、加藤雅信『財産法の体系と不当利得法の構造』98 頁
以下（有斐閣、1986 年）（初出・「類型化による一般不当利得法の再構成（三）」法学協
会雑誌 91 巻１号（1974 年））。



















（23） 　加藤・前掲注（22）96 頁以下、105 頁、107 頁。
（24） 　加藤・前掲注（22）93 頁以下。なお、この時代の諸学説については松坂・前掲注（2）























（26） 　Jung, Die Bereicherungsansprüche und der Mangel des “rechtlichen Grundes", 1902, insbes. 
S. 125ff.; ders, Bürgerliches Recht, in: Das gesamte Deutsche Recht, Bd. 1, von R. Stammler, 
1931, S. 753ff.
（27） 　Enneccerus, Lehrbuch des Bürgerlichen Rechts, Recht der Schuldverhältnisse, 23-27 Aufl., 
1927, S.634f.
（28） 　Oertmann, Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch und seinen Nebengesetzen, 2. Buch, 
Recht der Schuldverhältnisse, 5. Aufl., 1929, S. 1330ff.
（29） 　Leonhard, Besonderes Schuldrecht des BGB, 1931, S. 454.
（30） 　加藤・前掲注（22）94 頁。




（33） 　Caemmerer, Bereicherung und unerlaubte Handlung, in: Festschrift für Ernst Rabel, Bd.Ⅰ, 
1954（ 以下、Rabel と記す）, S. 333, in: Gesammelte Schriften, Bd.Ⅰ, 1968（ 以下、
Gesammelte Schriftenと記す）, S. 209.
（34） 　Wilburg, a.a.O., 122ff.















（35） 　Caemmerer, a.a.O., in : Rabel, S. 337, S. 376ff., in : Gesammelte Schriften, S. 213, S. 252ff. ; 
ders., Leistungsrückgewähr bei gutgläubigem Erwerb, in : Festschrift für Gustav Boehmer, 
1954, S. 154 Fn. 42, in : Gesammelte Schriften, S. 308 Fn. 42.　なお、ケメラーが不当利得
法の基礎・要件・効果を具体的にいかに考えたかについては、磯村・前掲注（1）211




（37） 　広中俊雄『民法修正案（前三編）の理由書』662 頁（有斐閣、1987 年）。
（38） 　石坂音四郎「法律行為ノ原因ト不当利得ニ於ケル法律上ノ原因」京都法学会雑誌４
巻１号、２号、４号、８号（1909 年）、５巻１号、２号（1910 年）。
（39） 　川名兼四郎『債権法要論』678 頁以下（金刺芳流堂、1915 年）。
（40） 　末弘厳太郎『債権各論』941 頁以下（有斐閣、1918 年）。















（43） 　我妻栄『債権法（事務管理・不当利得）』141 頁以下（日本評論社、1930 年）。我妻は、
ドイツの公平説を参考にしたと思われる。
（44） 　我妻栄『事務管理・不当利得・不法行為（新法律学全集）』29 頁以下（日本評論社、
1937 年）（以下、全集と記す）、同『債権各論下巻一（民法講義 V4）』938 頁、985 頁（岩
波書店、1972 年）（以下、講義と記す）。
（45） 　加藤・前掲注（22）105 頁以下。
（46） 　我妻・前掲注（44）全集 41 頁、46 頁以下、同・前掲注（44）講義 945 頁以下。








（50） 　谷口知平『不当利得の研究』39 頁以下（有斐閣、再版、1965 年）。なお、この『不
当利得の研究』の書評として、藤原正則「谷口知平『不当利得の研究』」加藤雅信編集
代表『民法学説百年史』537 頁以下（三省堂、1999 年）がある。


























（52） 　好美清光「不当利得法の新しい動向について（上）」判タ 386 号 17 頁（1979 年）。
（53） 　Wilburg, a.a.O., S. 19.




























我妻・前掲注（44）全集 38 頁以下、我妻・前掲注（44）講義 947 頁以下を参照。
（56） 　好美・前掲注（52）16 頁。
（57） 　好美・前掲注（52）16 頁、四宮・前掲注（55）49 頁以下、201 頁以下。






















（58） 　磯村・前掲注（1）1頁以下、特に 45 頁以下（初出・「不当利得に就いての一考察（一）
～（三・完）　―利得の不当性を中心として―」法学論叢 45 巻６号（1941 年）、46 巻





















して―」判例評論 64 号 35 頁（1963 年）（以下、「返還さるべき利得の範囲（三）」と記
す）、同「返還さるべき利得の範囲（四）　―フォン・ケメラーの不当利得論―」判例
評論 65 号 30 頁、32 頁（1964 年）（以下、「返還さるべき利得の範囲（四）」と記す）、
同「一つの中間的考察　―「返還さるべき利得の範囲」の「むすび」および類型論の
具体的展開の「序」に代えて―」判例評論 72 号 42 頁（1964 年）（以下、「一つの中間
的考察」と記す）、同「不当利得返還請求権の諸類型（二）　―類型論の具体的展開―」
























































て―」法学教室別冊ジュリスト第２号 29 頁以下（1961 年）、同・前掲注（61）「返還さ
るべき利得の範囲　（三）」35 頁、同・前掲注（61）「返還さるべき利得の範囲（四）」
30 頁、同・前掲注（61）「不当利得返還請求権の諸類型（二）」64 頁、同「『所有』関
係の場で機能する不当利得制度（四）」判例評論 124 号 104 頁（1969 年）　（以下、「『所
有』関係の場で機能する不当利得制度（四）」と記す）、同「『所有』関係の場で機能す














































































































（80） 　Wendehorst, The Draft Principles of European Unjustified Enrichment Law Prepared by the 
Study Group on a European Civil Code: A Comment, ERA Forum 2006, S. 244, 260ff.; dies., 
No Headaches over Unjust Enrichment: Response to Daniel Friedmann, in Kurt Siehr/ Reinhard 
Zimmermann (Hrsg.), The Draft Civil Code for Israel in Comparative Perspective, Tübingen 
2008, S. 113, 121ff.; dies., Ungerechtfertigte Bereicherung, in: Reiner Schulze/ Christian von 
Bar/ Hans Schulte-Nölke (Hrsg.), Der akademische Entwurf für einen Gemeinsamen 





広島法学　42 巻１号（2018 年）－ 178
－ 177 －
〔後記１〕　本稿は、平成 23-27 年度科学研究費補助金・若手研究（Ｂ）（課題
番号 23730095）、平成 29・30 年度科学研究費補助金・基盤研究（Ｃ）（課題
番号 17K03465）の交付を受けた研究成果の一部である。
〔後記２〕　筆者は、2016 年 11 月５日に香川大学法学部で開催された中四国
法政学会民事法部会において、ミニ・シンポジウム「不当利得法の歴史と未来」
の司会及び第一報告を担当する機会を頂いた。本稿は、その第一報告の報告
原稿に、若干の修正を施したものである。
　なお、本報告では、出席の各先生方から有益な質問とご指導を賜りました。
心より御礼を申し上げます。
